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1. はじめに 
プロジェクトマネジメントプロセスの標準化が進み、日

本でも多くのプロジェクトマネジャが PMBOK®ガイドな

どのグローバル標準に従ったプロジェクト管理を試みてい

る。しかし、日本の情報システム構築プロジェクトにおい

ては、グローバル標準がなじみにくかったり、無理にグロ

ーバル標準に合わせようとして、プロジェクトがうまくい

かなかったりというようなことが起きている。良い実務標

準を適用しようとしているのに、このようなことがなぜ起

きるのであろうか。 
その理由は、日本独自のプロジェクトのシステム構築に

おける産業構造が請負契約による 3 階層構造になっている

ところにある[図 1]。日本の IT 業界ではシステム開発の専

門業者が請負契約で受注し、プロジェクトマネジメントも

行うことが多い。しかし、欧米では発注者側がプロジェク

トをコントロールすることが通常であり、PMBOK®ガイ

ドなどのグローバル標準は発注者側の視点でプロセスが作

られている。そのため、受注企業に所属するプロジェクト

マネジャはグローバル標準では考えられないプロセスに対

応することになるのである。 

 
図１ 3 階層のプロジェクト構造 

 
たとえば、日本の受注型のプロジェクトでは提案活動と

いう期間が存在し、この段階でできるだけ正確なプロジェ

クト計画の策定が必要になる。またグローバル標準にはコ

ストマネジメントしかなくプロフィットマネジメントは含

まれていないが、受注プロジェクトマネジャは収入やプロ

フットも管理項目に含まれることが多い。さらに、最近普

及しているスクラムなど、最初にスコープを確定しない開

発手法を取り入れることが難しいと言われている。 
このように日本の IT 業界の受注プロジェクトにはグロ

ーバル標準に無いプロセスがいくつも存在している。その

主なプロセスについて紹介する。 

2. プロジェクト提案活動 
日本のベンダー企業ではプロジェクトマネジャは、プロ

ジェクトを受注するための提案活動に参加し、プロジェク

トの開始前にプロジェクトスコープ、スケジュール、コス

トを確定しなければならない[図 2]。しかし PMBOK®ガイ

ドでは契約書が締結されてはじめて正式にプロジェクトが

開始され、プロジェクトマネジャが活動するとされている。

したがって、立上げの方法は業界やプロジェクトによりさ

まざまであることから、提案活動についてのプロセスは記

載されていない。 
しかし、日本のベンダー企業の提案においては、提案価

格を決めるためにはプロジェクトコストを正しく見積る必

要があり、早い段階でプロジェクト計画を作成する必要が

ある。しかも、ここでのプロジェクト計画には、単にプロ

ジェクトの実行計画の要素だけでなく、顧客に対して魅力

的な成果物や、提案価格を提示するといった企業戦略や営

業戦略も大きく関係してくる。 

 
図２ 受注プロセスの存在 

3. 受注プロジェクトのコスト管理 
請負契約方式で受注したプロジェクトのコスト管理は非

常に複雑である。発注者側からみれば、両者の契約額が

「コスト」になり、このコストに対して発注側のオーナー

はマネジメント予備費を持っている。発注者側の理由で追

加発注をおこなう場合は、この予備費を使うこともある。

グローバル標準ではマネジメント予備費とはこの発注者側

が持った予備費のことである。 
一方日本の請負契約における受注側は契約で決めた価格

が収入金となり、その中からプロジェクトコストを引いた

額が利益になる。プロジェクトマネジャはこのプロジェク

トコストをできるだけ下げ、利益が多くなるようなプロジ

ェクト管理をおこなうのであるが、コストが不足してしま

った場合は、自社のマネジメント予備費を利用する方法か、

あるいは顧客側のマネジメント予備費を使い追加発注して

もらうなどの方法がある。このように、マネジメント予備

費をはじめとしたプロジェクトのコスト構造が大きく異な

っているのである。[図 3] 
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図３ 受注プロジェクトのコスト構造 

4. 受注プロジェクトのプロフィット管理 
グローバル標準のプロジェクト管理項目には、スコープ、

コスト、スケジュール、さらに付加的な項目として品質、

コスト、要員、調達などがある。しかし、日本の受注プロ

ジェクトにおいては、これに無いプロジェクトの収入や利

益も管理しなければならない。 
通常プロジェクトの収益はその成果物がもたらすもので

あり、プロジェクト活動中は実績を把握することはできな

い。したがって、プロジェクトが終了したのちプロジェク

ト実績コストとその成果物（プロダクト）から得られる収

入を比較し評価するのは、プロジェクトマネジャの仕事で

はなく、もっと上位からプロジェクトの実施に責任を持つ

プログラムマネジャの仕事とされている。 
しかし、受注プロジェクトにおいて、受注側はプロジェ

クトの終了（成果物の完成）時にその対価を得ることがで

きる。したがってプロジェクトの存在期間中に、受注側と

してのプロジェクトの収入とコストの比較が可能なのであ

る。このため、日本の受注プロジェクトではプロジェクト

マネジャにコストだけでなく収入や利益の管理意識が求め

られることになる。 

 
図４ 受注プロジェクトのプロフィット構造 

5. 受注プロジェクトの変更管理 
欧米ではプロジェクトマネジメントにおいて最も重要な

ことは変更管理といわれているが、日本のプロジェクトに

おいては必ずしもそうではない。 
通常プロジェクトにおける変更要求には、成果物スコー

プの変更要求が多い。そして、成果物スコープの変更は顧

客がからむものと受注企業内で対応するものが存在する。

特に請負型のプロジェクトにおける、顧客からの仕様変更

については、２者間の契約プロセスにも影響がありその管

理プロセスの作成が重要になる。  
また、変更要求は顧客からもプロジェクトチーム内から

も起票され、変更管理委員会（CCB）が変更の内容を調査

して、コスト、スケジュール、品質など様々な視点で、変

更の実施を判断するとされる。日本の場合、コストについ

ては顧客から新たな費用が出るのか、あるいは受注企業内

でコスト増を認めるのかなどの判断も必要になる。したが

って、日本においては変更管理委員会や変更管理の仕組み

が複雑なり、変更管理プロセスがなかなか確立されていな

い。 

6. チーム主体のプロジェクト活動 
プロジェクトマネジメントのグローバル標準では、プロ

ジェクトスコープを確定し WBS によって作業を分割し要

員をアサインするといった考え方をとっている。つまり、

先にタスクをきめそれに人をあてはめるという考え方であ

る。これは欧米型の発注企業の考え方である。すなわち、

先に仕事ありきの考え方であり、仕事に合わせて人を雇用

したり解雇したりすることが自由な文化圏の考え方である。 
それに対して、日本では企業が人を終身雇用で雇ってお

り、人に仕事を割り振るという考え方が浸透している。こ

の考え方は自社の情報システム部門に社員を多く雇うこと

がリスクになり、必要な時にベンダーに依頼するという今

の社会構造に結び付いている。 
このような日本型の組織文化では、WBS を使って業務

を展開し必要な人を探してくるという考え方がなじまず、

人が先に存在しそのチームが業務を選ぶといった考え方が

とられる。その結果厳密な WBS を先に作成し、個人の仕

事を確定するということがなかなかうまくいかないようで

ある。言い換えると WBS は無くてもチームで仕事ができ

てしまうのである。 
 このチーム主体のプロジェクト活動の考え方は、実は

日本の製造業で古くから培われた考え方であり、プロジェ

クトマネジメントのグローバル標準である PMBOK®ガイ

ドにおいても昨今、アジャイル開発のスクラムという考え

方にそれが取り入れられてきた。本来日本的発想の考え方

が欧米に取り入れられてきたにも関わらず、日本では発注

側と受注側でスコープ(完成品)を契約してしまうという社

会構造などが理由で広まる 

7. まとめ 
日本の受注型プロジェクトマネジメントがグローバル標

準になじまないところについて、いくつかのポイントを述

べた。ここに述べた以外にも、オポテュニティマネジメン

ト、契約方式、EVM による管理、プロジェクト終了後の

瑕疵対応など様々な点で日本の請負プロジェクト独自のプ

ロセスが存在する。 
グローバル標準を適用する場合このような日本独自の文

化を考慮すること、また今後は各国のカルチャーを考慮し

た標準の確立も必要である、先にタスクをきめそれに人を

あてはめるという考え方である。これは欧米型の発注企業

の考え方である。 
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